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１ 平成 25年度 介護相談員派遣等事業実態調査 

（平成 26年 3月 31日現在） 

 

Ⅰ 調査の目的 

 介護相談員派遣等事業の全国的な実施状況の把握を目的として、平成 15 年度よ

り毎年実施している。 

事業実施市町村（広域連合等を含む）の事務局を対象に、調査。介護相談員数、

研修受講状況、受入施設・事業者数、派遣頻度、事業開始年度などの基礎データを

収集し、市町村ごとの実施状況をまとめる。また、都道府県ごとの事業実施率から

全国の事業の取り組み状況を把握することを目的とする。 

 

Ⅱ 調査実施の概要 

１．平成 25年度の調査対象 

 平成25年度調査の対象としたのは介護相談員派遣事業実施459市町村事務局

（神奈川県横浜市は行政区 18、広域組合等は 1で数える）である。 

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．調査時期（専用 Web サイトにおける市町村入力・登録期間） 

 平成 25年 12月 20日～平成 26年 2月 10日  

  

３．集計結果について 

 回答結果を基に事業実施市町村の介護相談員数や派遣受け入れ事業所の状況

を介護相談・地域づくり連絡会のホームページ「実施市町村・受入れ事業者の

ご紹介」（http://www.kaigosodan.com/map.html）に掲載する。 

 

北 海 道 ： 赤平市  H25養成全国研修参加 

浦河町  H25養成全国研修参加 

音更町  H25養成全国研修参加 

幕別町  相談員 9名 独自研修有  

  青 森 県 ： 藤崎町  H25養成全国研修・事務局担当者会議参加 

  福 島 県 ： 田村市  事務局担当者会議参加 

  岐 阜 県 ： 揖斐広域連合 H25養成独自研修 3名 

和歌山県 ： 那智勝浦町  H25養成全国研修・事務局担当者会議参加 

  熊 本 県 ： 山鹿市  相談員 0名 

御船市  H25養成全国研修・事務局担当者会議参加 

錦町   H25養成独自研修 2名 

    

 

前年(24 年)度調査対象外で、今年(25 年)度調査対象市町

村 
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Ⅲ 事業実施状況について 

 1.市町村事務局の事業実施状況について 

平成 25 年度の調査対象とした 459 市町村事務局（下記２．３．４．５の合計数）

の事業実施結果は次のとおり。 

 

（１）事業実施保険者数 
  

      432        

           

  
市町村数 

     
      415        

 

 
広域組合等             17  構成市町村(※82)     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）平成 25 年度事業実態実施事務局数 
 

449 
             

                           
 

 

市町村 
       

414 
             

  
横浜市行政区 

     
18 (横浜市は行政区 18で数える） 

  
広域組合等 

      
17 (広域組合等は１と数える） 

  

                           
（３）平成 26 年度以降に事業実施を予定している市町村 

   
6 

      

                           
（４）事業を実施していない市町村 

 
2 

             
                           
  

過去実施していたが現在中止 
               

                           

（５）調査未回答市町村 2 
             

 

                  

  ・上記詳細は【別紙１】を参照 

広域組合等名称 構成数

1 一関地区広域行政組合 2 一関市 平泉町
2 砺波地方介護保険組合 3 砺波市 小矢部市 南砺市
3 中新川広域行政事務組合 3 上市町 立山町 舟橋村
4 新川地域介護保険組合 3 黒部市 入善町 朝日町
5 上田地域広域連合 4 上田市 東御市 青木村 長和町
6 北アルプス広域連合 5 大町市 池田町 松川村 白馬村 小谷村
7 もとす広域連合 3 瑞穂市 本巣市 北方町
8 安八郡広域連合 3 安八町 神戸町 輪之内町
9 揖斐広域連合 3 大野町 池田町 揖斐川町
10 鈴鹿亀山地区広域連合 2 亀山市 鈴鹿市
11 湖北地域介護保険運営協議会 2 長浜市 米原市
12 南部箕蚊屋広域連合 3 南部町 伯耆町 日吉津村
13 浜田地区広域行政組合 2 浜田市 江津市
14 杵藤地区広域市町村圏組合 7 武雄市 鹿島市 嬉野市 大町町 江北町 白石町 太良町
15 佐賀中部広域連合 5 佐賀市 多久市 小城市 神埼市
16 鳥栖地区広域市町村圏組合 4 基山町 鳥栖市 みやき町 上峰町

豊見城市 南城市 本部町 金武町 嘉手納町 北谷町 与那原町
久米島町 八重瀬町 国頭村 大宜味村 東村 今帰仁村 恩納村
宜野座村 伊江村 読谷村 北中城村 中城村 渡嘉敷村 座間味村
粟国村 渡名喜村 南大東村 北大東村 伊平屋村 伊是名村 南風原町

合　計　 82

17

（※広域組合等17の構成市町村数　82の内訳）

構成市町村一覧

吉野ヶ里町

沖縄県介護保険広域連合 28
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No. 都道府県名
事業実施
市町村数

都道府県内
全市町村数

実施率
広域・組合等

あり

1 北海道 8 179 4

2 青森県 4 40 10

3 岩手県 6 33 18 ○

4 宮城県 2 35 6

5 秋田県 1 25 4

6 山形県 7 35 20

7 福島県 7 59 12

8 茨城県 8 44 18

9 栃木県 4 26 15

10 群馬県 9 35 26

11 埼玉県 20 63 32

12 千葉県 25 54 46

13 東京都 13 62 21

14 神奈川県 24 33 73

15 新潟県 6 30 20

16 富山県 15 15 100 ○

17 石川県 4 19 21

18 福井県 10 17 59

19 山梨県 4 27 15

20 長野県 28 77 36 ○

21 岐阜県 23 42 55 ○

22 静岡県 18 35 51

23 愛知県 26 54 48

24 三重県 12 29 41 ○

25 滋賀県 10 19 53 ○

26 京都府 14 26 54

27 大阪府 31 43 72

28 兵庫県 14 41 34

29 奈良県 6 39 15

30 和歌山県 2 30 7

31 鳥取県 8 19 42 ○

32 島根県 8 19 42 ○

33 岡山県 9 27 33

34 広島県 5 23 22

35 山口県 7 19 37

36 徳島県 2 24 8

37 香川県 2 17 12

38 愛媛県 15 20 75

39 高知県 1 34 3

40 福岡県 10 60 17

41 佐賀県 19 20 95 ○

42 長崎県 4 21 19

43 熊本県 2 45 4

44 大分県 2 18 11

45 宮崎県 6 26 23

46 鹿児島県 7 43 16

47 沖縄県 29 41 71 ○

497 1742計  

２.都道府県別にみた平成 25年度の事業実施状況について 

 （1）都道府県別事業実施状況（平成 26年 3月 31日現在） 

１．神奈川県横浜市は横浜市で1と数える。行政区数(18)は含まない。 

２．岩手県、富山県、長野県、岐阜県、三重県、滋賀県、鳥取県、島根県、佐賀県、沖縄県は、広域連合・ 

組合等の構成市町村数を事業実施市町村に含む 
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１．神奈川県横浜市は横浜市で1と数える。行政区数(18)は含まない。 

２．岩手県、富山県、長野県、岐阜県、三重県、滋賀県、鳥取県、島根県、佐賀県、沖縄県は、広域連合・組合等の構成市町村数を 

事業実施市町村に含む 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

富山県
佐賀県
愛媛県

神奈川県
大阪府
沖縄県
福井県
岐阜県
京都府
滋賀県
静岡県
愛知県
千葉県
鳥取県
島根県
三重県
山口県
長野県
兵庫県
岡山県
埼玉県
群馬県
宮崎県
広島県
石川県
東京都
山形県
新潟県
長崎県
岩手県
茨城県
福岡県

鹿児島県
栃木県
奈良県
山梨県
福島県
香川県
大分県
青森県
徳島県

和歌山県
宮城県
北海道
熊本県
秋田県
高知県

事業実施市町村数

実施率（％）＝ ──────────────
各都道府県内市町村数

(2)都道府県別事業実施率（平成 26年 3月 31日現在） 
 

 都道府県ごとの事業実施率で地域としての取り組み状況を把握した。 

 実施率 100％は平成 25年度も富山県のみ。50％以上は佐賀県（95％）、愛媛県（75％）、

神奈川県（73％）、大阪府（72％）、沖縄県（71％）、福井県（59％）、岐阜県（55％）、京

都府（54％）、滋賀県（53％）、静岡県（51％）の 10府県。事業取組の差異は依然大き

い状態である。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

実
施
率 

 
 

以
上 

実
施
率    

～  
 

～ 

21% 

実
施
率   

～ 
 

 

実
施
率 

 

以
下 

 

50％ 

 

21％ 

49％ 

20％ 

11％ 

10％ 
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（参考） 

■都道府県別の介護相談員派遣事業実施率、介護保険 3施設での派遣受入状況 
 

(平成 26年 3月 31日現在) 

派遣
受入

施設数
施設数

派遣
受入

施設数
施設数

派遣
受入

施設数
施設数

1 北海道 28 8 179 4 11 285 8 163 1 91

2 青森県 12 4 40 10 19 82 17 60 3 23

3 岩手県 16 6 33 18 29 92 14 58 4 20 ○

4 宮城県 19 2 35 6 12 78 6 46 0 8

5 秋田県 8 1 25 4 14 97 4 50 0 6

6 山形県 55 7 35 20 27 83 12 39 0 8

7 福島県 80 7 59 12 57 93 38 59 0 18

8 茨城県 44 8 44 18 62 167 40 101 2 33

9 栃木県 44 4 26 15 16 103 7 60 1 8

10 群馬県 155 9 35 26 56 121 31 78 2 19

11 埼玉県 181 20 63 32 111 261 46 134 5 29

12 千葉県 263 25 54 46 155 216 89 124 4 34

13 東京都 307 13 62 21 134 390 36 152 7 71

14 神奈川県 619 24 33 73 258 289 101 160 2 37

15 新潟県 46 6 30 20 78 155 28 98 4 28

16 富山県 96 15 15 100 67 66 43 45 6 38 ○

17 石川県 71 4 19 21 36 63 17 42 2 27

18 福井県 60 10 17 59 44 53 26 34 6 27

19 山梨県 16 4 27 15 14 50 7 30 0 6

20 長野県 169 28 77 36 102 131 59 89 5 38 ○

21 岐阜県 137 23 42 55 77 103 33 64 3 25 ○

22 静岡県 162 18 35 51 150 183 82 92 17 32

23 愛知県 187 26 54 48 102 197 72 156 14 55

24 三重県 81 12 29 41 66 105 28 63 2 27 ○

25 滋賀県 110 10 19 53 41 61 19 29 0 10 ○

26 京都府 136 14 26 54 62 132 21 60 2 32

27 大阪府 406 31 43 72 142 328 74 173 1 60

28 兵庫県 174 14 41 34 72 265 33 147 1 50

29 奈良県 44 6 39 15 18 69 5 36 1 11

30 和歌山県 8 2 30 7 4 74 2 38 1 17

31 鳥取県 31 8 19 42 23 34 23 40 2 8 ○

32 島根県 81 8 19 42 28 79 16 32 1 16 ○

33 岡山県 70 9 27 33 33 116 19 77 0 34

34 広島県 30 5 23 22 77 157 52 99 24 76

35 山口県 67 7 19 37 34 85 24 65 6 37

36 徳島県 17 2 24 8 6 56 7 50 0 50

37 香川県 17 2 17 12 8 76 6 50 0 36

38 愛媛県 245 15 20 75 45 91 31 64 7 49

39 高知県 4 1 34 3 1 51 1 30 2 50

40 福岡県 199 10 60 17 75 213 32 155 10 96

41 佐賀県 50 19 20 95 31 53 19 35 1 28 ○

42 長崎県 54 4 21 19 45 106 24 54 4 62

43 熊本県 17 2 45 4 28 114 24 85 11 92

44 大分県 29 2 18 11 22 70 20 64 0 62

45 宮崎県 49 6 26 23 25 73 16 39 2 41

46 鹿児島県 31 7 43 16 48 137 27 74 16 67

47 沖縄県 14 29 41 71 37 50 31 40 7 19 ○

4,739 497 1,742 32 2,602 5,953 1,370 3,533 189 1,711計

【介護老人
福祉施設】

【介護老人
保健施設】

【介護療養型
医療施設】 広域・

組合等
あり

都道
府県
No.

都道府県名
介護

相談員数
事業実施
市町村数

都道府県内
全市町村数

実施率

 
 

※ 介護相談員数、事業実施率、事業実施市町村数、派遣受入施設数「平成 25年度介護相談員派遣等事業実施調査」による 

※ 都道府県ごとの施設数（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設）は、「平成 23年介護サービス施

設・事業調査」（厚生労働省）による（施設数は当該調査で回収された施設数） 
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カリ

キュラ

ム有

52%

カリ

キュラ

ム無

48%

独自現任研修カリキュラムの有

無

カリ

キュラ

ム有

66%

カリ

キュラ

ム無

34%

独自養成研修カリキュラムの有無

5h未満

35%

5～9h

33%

10h

12%

10～14h

13%

15h以上

7%

独自現任研修時間数

Ⅳ 現状について 
 

１．平成 25年度において活動する介護相談員数：4,739 人 

２．平成 25年度 介護相談員派遣事業研修状況 

  全国研修 独自研修 合 計 

養成研修（人） 330 231 561 

現任研修（人） 392 498 890 

事務局担当者研修（人） 都道府県 7  市町村事務局 109 116 

３．独自研修の内容 （市町村、都道府県が実施する研修） 

平成 25 年度の独自研修実施した市町村事務局 

 

養成研修 

独自研修実施 有   83 ／ 459  

  カリキュラム 有 55 ／  83 

現任研修 

独自研修実施 有   87 ／ 459 

  カリキュラム 有 46 ／  87 

 

厚生労働省では、養成研修は座学研修・市町村での実

施研修を合わせて 40 時間のカリキュラムを、また、現

任研修でも 10 時間のカリキュラムが示されています

（全国研修のカリキュラムは、養成 40 時間、現任 10.5

時間）。 

 

実施市町村の中で、独自研修を実施している事

務局は、養成研修 18%、現任研修では 19%。 

また、独自研修を実施している事務局でカリキ

ュラム有と答えた事務局は養成研修 66％、現任

研修では 52％。 

研修時間は、養成研修で 40 時間以上の設定は 9％、

現任研修で 10 時間以上の設定は 32％であった。厚生

労働省が提示している時間に達していない割合が養成

で 91%現任は 68％を占めている。 

 

研修カリキュラムは介護相談員活動の質に影響を及

ぼすため、独自研修の実施においては十分な検討が求

められる。 

 

                 

10h未満

30%

10～19h

21%
20～29h

15%

30～39h

25%

40h以上

9%

独自養成研修時間数

（実施市町村数） 

（実施市町村数） 
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４．事務局担当者研修の受講 

 平成 25年度「都道府県事務局担当者研修・市町村事務局担当者研修」（全国研修）

を受講した派遣事業実施市町村（広域連合等含む）、および都道府県は次のとお

りである。 
 

（１）事務局担当者研修受講市町村：１００ / ４４９(平成 25年度事業実施市町村事務局） 

№ 都道府県 市町村 № 都道府県 市町村
1 青森県 藤崎町 51 神奈川県 横浜市
2 秋田県 横手市 52 平塚市
3 山形市 53 新潟市
4 米沢市 54 長岡市
5 郡山市 55 富山県 富山市
6 いわき市 56 石川県 白山市
7 白河市 57 福井県 美浜町
8 喜多方市 58 長野市
9 田村市 59 松本市
10 水戸市 60 岡谷市
11 日立市 61 伊那市
12 土浦市 62 中野市
13 ひたちなか市 63 塩尻市
14 東海村 64 千曲市
15 宇都宮市 65 下諏訪町
16 大田原市 66 上田地域広域連合
17 那須塩原市 67 岐阜県 岐阜市
18 伊勢崎市 68 静岡市
19 渋川市 69 富士市
20 川越市 70 磐田市
21 川口市 71 藤枝市
22 秩父市 72 袋井市
23 春日部市 73 牧之原市
24 上尾市 74 豊橋市
25 越谷市 75 豊田市
26 蕨市 76 小牧市
27 戸田市 77 みよし市
28 久喜市 78 四日市市
29 八潮市 79 鈴鹿亀山地区広域連合
30 蓮田市 80 滋賀県 湖北地域介護保険運営協議会
31 幸手市 81 綾部市
32 吉川市 82 宇治市
33 千葉市 83 大阪府 高槻市
34 市川市 84 明石市
35 船橋市 85 芦屋市
36 松戸市 86 和歌山県 那智勝浦町
37 成田市 87 岩美町
38 佐倉市 88 南部箕蚊屋広域連合
39 習志野市 89 島根県 邑南町
40 八千代市 90 岡山市
41 浦安市 91 倉敷市
42 四街道市 92 井原市
43 袖ヶ浦市 93 広島県 福山市
44 栄町 94 徳島県 鳴門市
45 中央区 95 香川県 坂出市
46 港区 96 愛媛県 松山市
47 墨田区 97 福岡県 久留米市
48 葛飾区 98 熊本県 御船町
49 青梅市 99 宮崎県 延岡市
50 小平市 100 沖縄県 沖縄県介護保険広域連合

東京都

茨城県

埼玉県

静岡県

愛知県

三重県

京都府

千葉県
兵庫県

鳥取県

岡山県

山形県

福島県

栃木県

群馬県

新潟県

長野県

 

◆都道府県の受講・・・北海道、神奈川県、富山県、大阪府、和歌山県、熊本県 

（２）都道府県の受講・・・７ 

（北海道、東京都、大阪府、和歌山県、島根県、香川県、熊本県） 
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平成 25年度 都道府県介護相談員養成研修等事業担当者研修 

平成 25年度 市町村介護相談員派遣等事業事務局担当者研修 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
講義時間   内   容 講師 （敬称略） 

13:30～14:00   （受付）   

14:00～14:05   ●オリエンテーション 介護相談・地域づくり連絡会 

14:05～14:55 
 
●介護相談員派遣等事業の推進について  厚生労働省老健局高齢者支援課 

    ●高齢者虐待防止法と行政の役割 課長補佐 中井 和博 

    ●質疑   

14:55～15:45   ●虐待対応とその実際 
特別養護老人ホームフィオーレ南

海 

      
施設長 柴尾 慶次 

15:45～15:55   休    憩   

        

15:55～16:55   ●身体拘束の廃止と介護相談員活動  メイアイヘルプユー 

      事務局長 鳥海 房枝 

        

16:55～17:00 

  
●平成 24年度 介護相談員活動調

査について 

 【調査結果報告】 

介護相談・地域づくり連絡会 
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５．受入施設・事業所数 
 平成 25年度での介護相談員派遣受入について、下記のサービスを対象に集

計した。 

受入事業所総数：          26,499 ヵ所 
・介護給付サービス：      16,252 ヵ所 

・介護予防給付サービス：  10,247 ヵ所 

 

（１） 介護給付サービス 

受入事業所数
合計

介護老人福祉施設 2,602

介護老人保健施設 1,370

介護療養型医療施設 189

訪問介護 193

訪問入浴介護 21

訪問看護 35

訪問リハビリテーション 14

居宅療養管理指導 49

通所介護 3,765

通所リハビリテーション 834

短期入所生活介護 1,231

短期入所療養介護 547

軽費老人ホーム 102

養護老人ホーム 40

有料老人ホーム 271

サービス付き高齢者向け住宅 28

福祉用具貸与 38

特定福祉用具販売 29

居宅介護支援 224

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 4

夜間対応型訪問介護 2

認知症対応型通所介護 568

小規模多機能型居宅介護 710

認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 2,996

地域密着型・軽費老人ホーム 18

地域密着型・養護老人ホーム 2

地域密着型・有料老人ホーム 31

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 335

複合型サービス 4

合　　計　 16,252

地域密着型
サービス

地域密着型
特定施設

入居者生活介護

サービスの種類

施設サービス

居宅
サービス

訪問
サービス

通所
サービス

短期入所
サービス

特定施設
入居者生活介護
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（２） 予防給付サービス 

受入数合計

介護予防訪問介護 173

介護予防訪問入浴介護 20

介護予防訪問看護 34

介護予防訪問リハビリテーション 13

介護予防居宅療養管理指導 48

介護予防通所介護 3,388

介護予防通所リハビリテーション 776

介護予防短期入所生活介護 1,084

介護予防短期入所療養介護 549

介護予防特定施設入居者生活介護 331

介護予防福祉用具貸与 36

特定介護予防福祉用具販売 32

介護予防支援 55

介護予防小規模多機能型居宅介護 586

介護予防認知症対応型通所介護 508

介護予防認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 2,614

合　　計　 10,247

地域密着型
介護予防サービス

サービスの種類

介護予防
サービス

訪問
サービス

通所
サービス

短期入所
サービス
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６. 派遣状況（各サービスの派遣率） 

 

 

 

 

（１）介護給付サービスにおける派遣状況 

①施設サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 介護老人福祉施設（特養）、介護老人保健施設(老健)、介護療養型医療施設(療

養型)の 3 施設のうち、派遣率 100 となる市町村事務局の割合が最も高いのは

特養で 294 を数える。老健の派遣率 100 となる市町村事務局は 268 である。 

 特養、老健では、事業を実施する約 6 割の市町村事務局で、全ての特養、老健

に介護相談員の派遣受け入れが実施されている状況である。 

 

事業実施市町村事務局 449 についてサービス別介護相談員派遣率を算

出し、派遣率ごとの市町村事務局数から全体の派遣状況をだした。 

・派遣率（％）＝市町村内の派遣受入事業所数÷市町村内事業所総数

×100 

・｢施設数 0」は、対象サービス事業所なしと回答した市町村事務局数。 

派遣率 
特養 老健 療養型 

市町村数 ％ 市町村数 ％ 市町村数 ％ 

100% 294  65.5  268  59.7  55  12.2  

80～100%未満 49  10.9  27  6.0  3  0.7  

60～80%未満 36  8.0  25  5.6  7  1.6  

50～60%未満 15  3.3  21  4.7  4  0.9  

50%未満 30  6.7  28  6.2  10  2.2  

派遣なし 14  3.1  43  9.6  182  40.5  

施設数 0、調査中等 11  2.4  37  8.2  188  41.9  

合計 449  100.0  449  100.0  449  100.0  

 

12.2 

59.7 

65.5 

0.7 

6.0 

10.9 

5.6 

8.0 

0.9 

4.7 

3.3 

2.2 

6.2 

6.7 

40.5 

9.6 

3.1 

41.9 

8.2 

2.4 

療養型

老健

特養

施設サービス 派遣状況

1 80～100%未満 60～80%未満 50～60%未満 50%未満 派遣なし 施設数0、調査中等

1.6
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②居宅サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 居宅サービスのうち、通所サービス、短期入所サービスへの派遣状況は、派

遣率 100の市町村事務局数は、デイサービスで 64、事業実施市町村事務局全体

の 14.3%。 

 派遣率 50～100 未満の市町村事務局数は 84、全体の約 18.7％である。対し

て、派遣率 50 未満（派遣なしは除く）の市町村事務局数は 116 にのぼり、全

体の 25.8％を占める。デイケアでもおおよそ同じ傾向を示しており、居宅サー

ビスは施設サービスに比べると全体的に派遣率が低い。 

 居宅サービスは平成 24年度の制度改正で施設サービスと同様に、介護相談員

との連携に関する努力義務が規定された。派遣状況の拡大については検討が求

められる。 

通
所
サ
ー
ビ
ス 

短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

派遣率 

通所サービス 短期入所サービス 

デイサービス デイケア 短期入所生活介護 短期入所療養介護 

市町村数 ％ 市町村数 ％ 市町村数 ％ 市町村数 ％ 

100% 64  14.3  103  22.9  108  24.1  107  23.8  

80～100%未満 39  8.7  8  1.8  36  8.0  3  0.7  

60～80%未満 31  6.9  25  5.6  32  7.1  27  6.0  

50～60%未満 14  3.1  21  4.7  8  1.8  15  3.3  

50%未満 116  25.8  45  10.0  20  4.5  12  2.7  

派遣なし 165  36.7  209  46.5  219  48.8  233  51.9  

施設数 0、調査中等 20  4.5  38  8.5  26  5.8  52  11.6  

合計 449  100.0  449  100.0  449  100.0  449  100.0  
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③地域密着型サービス 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆ 地域密着型サービスは、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型通所介護、

グループホームについては、平成 24年度と比べて、派遣率 100となる市町村

事務局数の割合が小規模多機能型居宅介護、グループホームにおいて伸びて

いる。小規模多機能型居宅介護では、平成 24年度の 25.6％から平成 25年度

では 29.2%に、グループホームでは 43.0％から 46.1％と増加している。認知

症の人が住み慣れた地域で可能な限り生活を続けていくサービスとして、地

域密着型サービスは質・量の強化が求められており、介護相談員の受入が更

に進むものと予想される。 

派遣率 

小規模多機能型   

居宅介護 

認知症対応型    

通所介護 
グループホーム 

市町村数 ％ 市町村数 ％ 市町村数 ％ 

100% 131  29.2  101  22.5  207  46.1  

80～100%未満 7  1.6  7  1.6  46  10.2  

60～80%未満 18  4.0  16  3.6  27  6.0  

50～60%未満 11  2.4  12  2.7  19  4.2  

50%未満 35  7.8  24  5.3  66  14.7  

派遣なし 160  35.6  193  43.0  66  14.7  

施設数 0、調査中等 87  19.4  96  21.4  18  4.0  

合計 449  100.0  449  100.0  449  100.0  

 

46.1 

22.5 

29.2 

10.2 

1.6 

1.6 

6.0 

3.6 

4.0 

4.2 

2.7 

2.4 

14.7 

5.3 

7.8 

14.7 

43.0 

35.6 

4.0 

21.4 

19.4 

グループホー

ム

認知症対応型

通所介護

小規模多機能

型

居宅介護

地域密着型サービス 派遣状況

100% 80～100%未満 60～80%未満 50～60%未満
50%未満 派遣なし 施設数0、調査中等
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（２）予防給付サービスにおける派遣状況 

①介護予防サービス 

 

派遣率 

通所サービス 短期入所サービス 

デイサービス デイケア 短期入所生活介護 短期入所療養介護 

市町村数 ％ 市町村数 ％ 市町村数 ％ 市町村数 ％ 

100% 59  13.1  101  22.5  102  22.7  98  21.8  

80～100%未満 43  9.6  10  2.2  28  6.2  6  1.3  

60～80%未満 29  6.5  24  5.3  29  6.5  23  5.1  

50～60%未満 14  3.1  16  3.6  9  2.0  14  3.1  

50%未満 93  20.7  31  6.9  14  3.1  8  1.8  

派遣なし 177  39.4  216  48.1  228  50.8  235  52.3  

施設数 0、調査中等 34  7.6  51  11.4  39  8.7  65  14.5  

合計 449  100.0  449  100.0  449  100.0  449  100.0  

 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆介護予防サービスにおける通所サービス、短期入所サービスの派遣状況は、 

 介護給付の通所サービス、短期入所サービスと同様の傾向を示している。 

21.8 

22.7 

22.5 

13.1 

1.3 

6.2 

2.2 

9.6 

5.1 

6.5 

5.3 

6.5 

3.1 

2.0 

3.6 

3.1 

1.8 

3.1 

6.9 

20.7 

52.3 

50.8 

48.1 

39.4 

14.5 

8.7 

11.4 

7.6 

短期入所

療養介護

短期入所

生活介護

デイケア

デイサービス

介護予防サービス 派遣状況

100% 80～100%未満 60～80%未満 50～60%未満 50%未満 派遣なし 施設数0、調査中等
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②地域密着型介護予防サービス 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆地域密着型介護予防サービスにおける小規模多機能型居宅介護、認知症対応型通

所介護、 

 グループホームの派遣状況の結果も、地域密着型サービスとほぼ同様であった。 

派遣率 

小規模多機能型   

居宅介護 

認知症対応型    

通所介護 
グループホーム 

市町村数 ％ 市町村数 ％ 市町村数 ％ 

100% 120  26.7  93  20.7  182  40.5  

80～100%未満 6  1.3  7  1.6  44  9.8  

60～80%未満 8  1.8  10  2.2  23  5.1  

50～60%未満 15  3.3  14  3.1  13  2.9  

50%未満 25  5.6  19  4.2  43  9.6  

派遣なし 158  35.2  196  43.7  101  22.5  

施設数 0、調査中等 117  26.1  110  24.5  43  9.6  

合計 449  100.0  449  100.0  449  100.0  
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７．居宅訪問の実施 

 平成 25年度介護相談員派遣等事業を実施の市町村事務局 449のうち、 

居宅訪問実施は 48市町村。 

 介護相談員の訪問受け入れ居宅数は、平成 24年度の 9,081から平成 25年

度は 9,178と増加傾向にある。 

  

 

(1) 居宅訪問実施 ： 48 / 449 (平成 25年度事業実施市町村事務局） 

 

(2) 介護相談員の訪問を受けている居宅数（延べ数） ： 9,178 ヵ所 

 

◆ 介護相談員が居宅訪問を行っている市町村 

 No. 都道府県 市町村名 
 

No. 都道府県 市町村名 

1 北海道 

  

  

  

石狩市 
 

27 岐阜県 岐南町 

2 妹背牛町 
 

28 静岡県 

  

  

  

島田市 

3 本別町 
 

29 磐田市 

4 厚岸町 
 

30 袋井市 

5 岩手県 

  

  

紫波町 
 

31 裾野市 

6 金ケ崎町 
 

32 愛知県 

  

犬山市 

7 一関地区広域行政組合 
 

33 高浜市 

8 山形県 山形市 
 

34 大阪府 岸和田市 

9 福島県 石川町 
 

35 兵庫県 

  

伊丹市 

10 茨城県 

  

水戸市 
 

36 福崎町 

11 日立市 
 

37 奈良県 

  

宇陀市 

12 栃木県 那須塩原市 
 

38 曽爾村 

13 埼玉県 

  

  

  

  

  

秩父市 
 

39 鳥取県 

  

  

鳥取市 

14 春日部市 
 

40 倉吉市 

15 久喜市 
 

41 境港市 

16 幸手市 
 

42 島根県 浜田地区広域行政組合 

17 宮代町 
 

43 佐賀県 佐賀中部広域連合 

18 杉戸町 
 

44 長崎県 長崎市 

19 千葉県 

  

  

木更津市 
 

45 宮崎県 

  

  

川南町 

20 袖ケ浦市 
 

46 諸塚村 

21 白井市 
 

47 椎葉村 

22 東京都 

  

八王子市 
 

48 鹿児島県 さつま町 

23 青梅市 
    

24 神奈川県 

  

  

茅ヶ崎市 
    

25 秦野市 
    

26 寒川町 
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介護相談員派遣等事業実態調査 ○調査票○ 
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都道府県・市町村・介護相談員に対する 

取組促進の支援 
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自治体主催の勉強会、事業説明会、情報交換会等の開催支援 

 

介護相談員派遣等事業について市町村における取り組み推進を図るため、事業

周知の説明会、介護相談員の資質向上の勉強会等の開催支援を行った。 

 

 

（1） 熊本県 市町村介護相談員派遣等事業説明会 

 

① 日時 

 平成 25 年 5 月 30 日（木）14 時～16 時 

② 会場 

 熊本テルサ３階「たい樹」 

③ 内容 

・介護相談員派遣等事業について 

・活動報告 

   ｧ) 介護相談員派遣等事業取組市町村からの報告 

  ｲ) 介護相談員受入れ施設からの報告 

   ・平成 25 年度熊本県介護相談員養成研修について 

④ 対象者 

 市町村職員（介護相談員派遣等事業担当部署） 

 

 

（2） 八王子市 介護サービス相談支援事業説明会 

 

① 日時 

 平成 25 年 7 月 19 日（金）14 時～16 時 30 分 

② 会場 

 八王子市教育センター 大会議室 

③ 内容 

・テーマ 

介護保険と歩む 

 「介護サービス訪問ふれあい員～利用者とサービス提供者の橋渡し～」 

④ 参加者  99 人 

 ・施設職員  27 人  

 ・高齢者あんしん相談センター職員 19 人  

 ・訪問ふれあい員（在宅担当） 28 人  

 ・訪問ふれあい員（施設担当） 22 人  

 ・その他（看護学生・研修生） 3 人  
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（3） 久万高原町 介護相談員・事業所連絡会 

 

① 日時 

 平成 25 年 9 月 12 日（木）13 時 30 分～16 時 30 分 

② 会場 

 久万高原町産業文化会館 １F「研修室」 

③ 内容 

 介護相談員の意義と役割 

 

 

（4） 沖縄県 介護相談員・介護実務者研修会 

 

① 日時 

 平成 25 年 12 月 20 日（金）13 時～16 時 50 分 

② 会場 

 ちゃたんニライセンター（カナイホール） 

③ 内容 

・ 介護相談員の意義と役割 

・ グループワーク 

ｱ) 介護現場において、時間帯により人出が足りない時の工夫について 

ｲ) 胃ろうの方へのケアについて、工夫していることを教えてください。 

④ 対象者 

 介護相談員派遣事業受入事業所及び受入未実施事業所 

 構成市町村担当職員 

  

 

（5） 静岡市 介護相談員情報交換会 

 

① 日時 

 平成 26 年 3 月 24 日（月）14 時～15 時 30 分 

② 会場 

 静岡市職員会館 第 1・2・3 会議室（大会議室） 

③ 内容 

 介護相談員の意義と役割 

④ 対象者  38 人 

 静岡市介護相談員 
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介護相談・地域づくり連絡会 

世話人会 



３８ 
 

 

 



３９ 
 

平成 25年度世話人会について 

 

（1） 日 時 （全国介護相談活動事例報告会に合わせて実施） 

 平成 25年 11月 28日（木）11時～12時 

（2） 会 場 

 砂防会館 別館 3階「六甲」 

（3） 議事次第 

1.開会 

2.議事 

報告 

   ・平成 25年度事業報告(中間報告) 

   ・平成 26年度事業計画予定 

3.世話人意見交換 

4.閉会 

（4） 配布資料 

 ・報告会配布資料「平成 25年度全国介護相談活動事例報告会」 

 ・北海道本別町 「北海道ブロックの活動」 

 ・北海道石狩市  介護相談員派遣事業報告 

（5） 世話人会概要 

① 世話人の構成 

・全国ブロックより事務局員 7名、相談員 7名を世話人として選出す

る。 

・世話人の互選により、事務局 1名、相談員 1名の計 2名を代表世 

話人とする。 

② 任期 

 世話人の任期は 2年（平成 26年度末までが任期） 

③ ブロック 

・北海道 

・東 北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島） 

・関 東（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨） 

・中 部（新潟、富山、石川、福井、長野、岐阜、静岡、愛知） 

・関 西（三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山） 

・中四国（鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知） 

・九 州（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄） 

④ 活動内容 

1.介護相談・地域づくり連絡会の目的達成及び推進にかかわる活動 

2.介護相談・地域づくり連絡会の運営参加 

3.年 1回定期情報交換会及び必要時の臨時情報交換会の開催 

4.各ブロック単位の行事等のとりまとめ 
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■前世話人 (平成22年度～23年度）

ブロック 都道府県 市町村 世話人 所属

北海道 石狩市 満保　さとみ 相談員

北海道 本別町 吉井　勝彦 事務局

山形県 山形市 小松　均　 ◎ 相談員

山形県 尾花沢市 加賀　利一 事務局

千葉県 松戸市 白鳥　ヒサジ 相談員

神奈川県 横浜市 小林 郁子　 ◎ 事務局

富山県 富山市 原　勢二 相談員

長野県 長野市 神田　さおり 事務局

滋賀県 湖北地域介護保険運営協議会 西秋　清志  (退任） 相談員

京都府 亀岡市 山内　美恵 事務局

島根県 出雲市 松本　弘 相談員

島根県 浜田地区広域行政組合 久保田　郁人 事務局

大分県 大分市 大木　治郎 事務局

沖縄県 沖縄市 宮里　幸子 相談員

■新世話人　（平成26年度まで）

ブロック 都道府県 市町村 世話人 所属

北海道 石狩市 満保　さとみ 相談員

北海道 本別町 吉井　勝彦 事務局

岩手県 滝沢村 熊谷　はるえ 事務局

山形県 山形市 小松　均　 ◎ 相談員

埼玉県 春日部市 天野　恵美子 相談員

神奈川県 川崎市 清水　奨 事務局

新潟県 長岡市 中川　節子 相談員

愛知県 豊田市 村上　光彦 事務局

京都府 京都市 水垣　直樹 事務局

奈良県 大和郡山市 北村　彰男 相談員

岡山県 笠岡市 齋藤　直子 相談員

愛媛県 西条市 近藤　誠　 ◎ 事務局

福岡県 福岡市 藤﨑　浩雄 事務局

沖縄県 沖縄県介護保険広域連合 上原　道代 相談員

◎は相談員代表世話人、事務局代表世話人

中四国

北海道

東北

関東

中部

関西

中四国

九州

九州

北海道

東北

関東

中部

関西

 

■世話人（平成 26年度まで） 
  

ブロック 都道府県 市町村 世話人 相／事 

北海道 

北海道 石狩市 満保 さとみ 相談員 

北海道 本別町 飯山 明美（吉井勝彦） 事務局 

東北 

山形県 山形市 小松 均  ◎ 相談員 

岩手県 滝沢村 熊谷 はるえ 事務局 

関東 

埼玉県 春日部市 天野 恵美子 相談員 

神奈川県 川崎市 清水 奨 事務局 

中部 

新潟県 長岡市 中川 節子 相談員 

愛知県 豊田市 村上 光彦 事務局 

関西 

奈良県 大和郡山市 北村 彰男 相談員 

京都府 京都市 桑原 秀喜 事務局 

中四国 

岡山県 笠岡市 齋藤 直子 相談員 

愛媛県 西条市 近藤 誠  ◎ 事務局 

九州 

沖縄県 沖縄県介護保険広域連合 岸本 まゆみ 相談員 

福岡県 福岡市 藤崎 浩雄 事務局 

  
◎は相談員代表世話人、事務局代表世話人   
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全国介護相談活動事例報告会 
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報告会の概要 

（1） 日時  平成 25 年 11 月 28 日（木） 13 時～17 時 30 分 

（2） 会場  砂防会館 別館 1 階 シェーンバッハ・サボー 

（3） 内容 （次ページのプログラムを参照） 

① 介護相談員永年活動功労者表彰 

       ・介護相談員派遣事業の取り組みが始まった平成 12 年度から、長年

(5 期 10 年以上）、介護相談員活動に取り組んできた介護相談員を表

彰。これまでの活動を称え、今後もサービスの質の向上を支える

活動を期待して賞状が贈られた。 

       ・表彰者は 379 人。 

※ 表彰者名等詳細は、当日配布資料「平成 25 年度全国介護相談

活動事例報告会」（添付資料）を参照。 

② 基調講演 「『人を支援する』ということ」 

・講師に奥田知志氏(北九州ホームレス支援機構理事長・牧師）を迎えた. 

・副題『「助けて」と言える国へ伴奏型支援とは何か』と題して、

生活困窮者（経済的困窮・社会的孤立）とは何かについて、自身が

経験した具体例に即して生活困窮の諸相を紹介。 

・その上で、経済的困窮に繋がる「ハウスレス」（＝何が必要か） と、

関係性の困窮・孤立につながる「ホームレス」（＝誰が必要か）と

は異なるとし、困窮概念の見直しとその複合性について言及、そ

の支援（伴走型支援等）のあり方、人を支援することの意味につい

て、介護相談員活動に資する高話をいただいた。 

③ 先進事例報告 「千葉県 松戸市 介護相談員事業の実際」 

・特別養護老人ホーム 松寿園の『ご意見箱』（利用者・家族等が介護

相談内容をいつでも投書することができ、訪問日に介護相談員が開錠を行

うメッセージ箱）等の取りくみを切り口に、同市における介護相談

員活動の事業展開を紹介。 

・同事業における、介護相談員、事業者、利用者及び家族、事務局

等との関係のあり方を問うた。 

（4） 参加人数  529人 

１． 情報交換会について 

(1） 日時  報告会と同日開催。平成 25 年 11 月 28 日(木)17 時 40 分～19 時 

(2） 会場  砂防会館 別館 3 階 「六甲」 

(3） 内容 

     全国介護相談活動事例報告会の参加者、世話人、パネリスト、表彰者等

が参加。当日の報告会の発表内容や日頃の活動に関して意見交換、情報交

換を行い、全国の介護相談員、自治体担当者、派遣受入事業者など、介護

相談員派遣事業に携わる関係者間で交流を図った。 
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平成 25 年度 全国介護相談活動事例報告会 

プログラム 
 

［日時］平成 25 年 11 月 28 日（木）、13：00～17：30 

［会場］砂防会館 別館１階 シェーンバッハ・サボー 

 

時間 内容 

13:00～13:25 ■ 開会挨拶／介護相談地域づくり連絡会 代表 森 貞述 
  

■ 来賓挨拶／原 勝則 氏（厚生労働省老健局長） 

 
13:25～14:30 

 
■介護相談員永年活動功労者表彰 

 功労者表彰挨拶 審査委員長・丹羽雄哉（元厚生大臣） 
1.平成 12 年開始（14 年間活動）表彰者紹介  

 2.平成 13 年開始（13 年間活動）表彰者紹介 
 3.平成 14 年開始（12 年間活動）表彰者紹介 

 4.平成 15 年開始（11 年間活動）表彰者紹介 

 5.平成 16 年開始（10 年間活動）表彰者紹介 

  

14:30～14:40 休憩                                                          
  
  

14:40～16:10 ■ 基調講演 「人を支援する」ということ 

 奥田 知志氏 （北九州ホームレス支援機構理事長・牧師） 
  

16:10～16:20 休憩  
  
  

16:20～17:20 ■ 先進事例報告、千葉県松戸市 

 松戸市の介護相談員派遣事業の実際 
 ~介護相談員 30 人 派遣施設 64 カ所~ 
  --●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

 
<報告者>    

  --●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

 

･介護相談員     大網  久子 氏  

稲垣  寅一 氏 
 ･派遣先施設     正田  貴之 氏  （特別養護老人ホーム松寿苑 施設長）                      
 ･市町村事務局   栗林  千恵 氏  （松戸市介護保険課給付班 主査） 

 

<聞手> 
 村田 幸子 氏 （福祉ジャーナリスト 元 NHK ｱﾅｳﾝｻｰ） 
  

17:20～17:30  ■ 介護相談員派遣等事業のこれから 

 懸上 忠寿 氏（厚生労働省 老健局 高齢者支援課 課長補佐） 

  

17:30 閉会 

  

17:40～19:00 情報交換会 （会場：砂防会館 3階「六甲」） 
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平成 25年度 介護相談員研修（全国研修）実施結果 

 
1.介護相談員養成研修   331人 
 

会場名 前  期 後 期 

大阪① 平成 25年 5月 13日(月)～5月 16日(木) 6月 28日(金) 

東京① 平成 25年 6月 17日(月)～6月 20日(木) 7月 31日(水) 

東京② 平成 25年 7月 22日(月)～7月 25日(木) 8月 28日(火) 
 

東京会場：ＫＦＣホール アネックス 

   大阪会場：ＡＰ大阪駅前 

 

会場名 終了人数 
内訳 

介護相談員 事務局担当者 

大阪① 130 126 4 

東京① 99 95 4 

東京② 102 99 3 

合計 331 320 11 

 

 

2.介護相談員現任研修   428人 

 
会場名 前  期 

大阪① 平成 25年 10月 28日(月)～10月 29日(火) 

大阪② 平成 25年 10月 30日(水)～10月 31日(木) 

東京① 平成 25年 11月 11日(月)～11月 12日(火) 

東京② 平成 25年 11月 13日(水)～11月 14日(木) 
 

東京会場：ＫＦＣホール アネックス 

   大阪会場：ＡＰ大阪駅前 

 

会場名 終了人数 
内訳 

介護相談員 事務局担当者 

大阪① 89 87 2 

大阪② 93 91 1 

東京① 123 121 2 

東京② 123 116 7 

合計 428 415 12 
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平成25年度 老人保健事業推進費等補助金 

（老人保健健康増進等事業分） 

 

介護相談員派遣等事業による介護サービスの質の向上と 

制度普及に関する調査研究事業 報告書 

 

平成 26（2014）年 3月 

特定非営利活動法人 地域ケア政策ネットワーク 
介護相談・地域づくり連絡会 

〒162-0843 東京都新宿区市谷田町 2‐7‐15 近代科学社ビル 4階  

TEL：03‐3266‐9340、FAX：03‐3266‐0233 

e-Mail： sodanin@net.email.ne.jp 

URL： http://www.kaigosodan.com 

 


